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令 和 ７ 年 ２ 月 ６ 日 

世 田 谷 保 健 所 

健 康 推 進 課 

 

「出産・子育て応援交付金」の法制化に伴う「出産・子育て応援事業」の再構築について 

 

１ 主旨 

 区では、妊娠から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応じ、ニーズに即した必要な支

援につなぐ伴走型相談支援の充実と妊婦・子育て世帯等への経済的支援を、国の仕組みや都

の広域連携事業を活用し、出産・子育て応援事業として一体的に実施してきた。 

 今般、国が、「出産・子育て応援交付金」を子ども・子育て支援法に基づく「妊婦のため

の支援給付」として法制化したことから、区として、「出産・子育て応援事業」の再構築を

図る。 

 

２ 国が示す出産・子育て応援交付金の法制化の概要 

別紙１のとおり 

 

３ 出産・子育て応援事業の再構築 

（１）経済的支援 

令和７年４月１日以降に、給付申請を行い、区が認定した妊婦から、出産・子育て応援ギフ 

トの支給から、妊婦のための支援給付による支援に移行する。 

 
  ※出産・子育て応援ギフト(経過措置)を含む具体的なケースは、別紙２のとおり 

区 【子育て応援ギフト】

10万円相当

（都ギフトカード（1枚）） 都 【東京都出産・子育て応援事業】

…

合計　20万円相当

※都単独実施事業【赤ちゃんファーストギフト】は、予算・事業実施とも、東京都独自で対応。

（出産後の子育て応援ギフト上乗せ５万円相当の、東京都予算・市区町村による都広域連携事業の活用による実施から変更）

５万円相当（都ギフトカード） ５万円（現金）

　　出産

（出生日）

区 【妊婦のための支援給付（２回目）】

令和6年度に出産した場合 令和7年度に妊娠・出産した場合

 妊娠届出

（届出日）

区 【出産応援ギフト】 区 【妊婦のための支援給付（１回目）】

５万円相当（都ギフトカード）

５万円相当（都ギフトカード）

５万円（現金）

※流産・死産等を含む

令和6年度に妊娠し、令和７年度に出産した場合

区 【出産応援ギフト】

５万円相当（都ギフトカード）

区 【妊婦のための支援給付（２回目）】

５万円（現金）

※流産・死産等を含む

都単独実施事業【赤ちゃんファーストギフト】

＋

… …

合計　15万円相当 合計　10万円

※区応援ギフト５万円相当

＋都上乗せ分5万円相当

…

合計　10万円

＋

10万円相当（都ギフトカード）
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（２）相談支援(面談)との一体的実施 

児童福祉法に基づく妊婦等包括相談支援事業については、これまでの伴走型相談支援を 

継続実施する。なお、面談時に給付にかかる申請案内を手交し、妊産婦が、面談後に即時 

申請可能とすることで、事業効果と利便性の向上を図る。 

【手交タイミング】 

 ・妊娠届出時の面談（妊娠期面接）：１回目の給付に係る申請案内を手交 

・出産後の面談（乳児期家庭訪問）：２回目の給付に係る申請案内を手交 

 

４ 事務経費 

（１）令和６年度  17,311千円  

   申請支給管理システム改修等 ※情報関連予算対応予定 

（国）出産・子育て応援交付金 補助率 10/10、補助基準額 10,000千円 

（２）令和７年度 687,723千円 

内訳 予算額 

（千円） 

補助率 【参考】令和６年度 

予算現額 

(千円) 

補助率 

妊婦のための支援給付 

(出産・子育て応援ギフト経過措置含) 

619,419 

 

(国)10/10 586,503 

 

(国)2/3 

(都)1/3 ※1 

事業運営委託 68,304 (国)10/10 ※2 55,727 (国)10/10 ※3 

  ※1：都継ぎ足し補助 1/6 含 ※2：補助基準額をこども家庭庁が今後設定予定 ※3：補助基準額有 

 

５ 事業実施体制 

 出産・子育て応援ギフトは、令和５年３月１日より、妊娠時・出産時にギフトカード等を

妊婦及び子どもの養育者に支給することを目的に、支給管理システム、コールセンターの運

営、対象者への申請書類等の送付など、一体的に事業者委託で実施している。 

令和５年度以降は、東京都広域連携事業を活用した子育て支援用品に換品可能なギフトカ

ードで支給しているが、妊婦のための支援給付への移行後も、令和６年度迄の対象者に対す

る支給事務を一定期間継続するため、今般の法制化への対応に向け、申請支給管理システム

改修等の対応を現行委託事業者へ委託し、実施体制を整備する。 

 

６ 周知方法 

出産のタイミングによって、支給方法やその時点で支給される相当額に変更が生じること

から、支給対象者に対する面談時（妊娠期面接・乳児期家庭訪問）での案内や区ホームペー

ジ、ＳＮＳ等で周知を行っていく。 

 

７ 今後のスケジュール（予定）  

令和７年 ２月以降 令和７年度事業開始に向けた調整 

４月１日 事業開始 
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